	母性健康管理規程


学校法人○○○学園

○○○幼稚園

平成１８年４月１日施行

母性健康管理規程

（目的）

第１条　本規則は、就業規則に基づき、男女雇用機会均等法の定めるところにより、妊娠中及び産後１年を経過しない女性の健康の確保を目的とする。

２．本規程に定めのない事項については、法令の定めるところによる。

（通院休暇）

第２条　妊娠中又は産後１年を経過しない女性は、所定労働時間内に、母子健康法に定める保健指導又健康診査（以下「健康診査等」という）を受診するため、通院に必要な時間について通院休暇を請求することができる。

２．通院休暇を取得できる回数は、次の回数を基本とする。ただし、医師又は助産婦（以下「医師等」という）がこれと異なる指示をしたときは、当該指示された回数の取得を認める。

（１）妊娠２３週までは、４週に１回

（２）妊娠２４週から３５週までは、２週に１回

（３）妊娠３６週から出産までは、１週に１回

（４）産後１年を経過するまでは、医師等の指示した回数

３．通院休暇の請求は、原則として、通院日の１週間前までに、健康診査・保健指導申請書（園所定用紙No.18にて）を園に提出して、行わなければならない。２回目以降の請求にあっては、当該申請書に、通院の月日、通院に必要な時間数、初回の申請時と異なる事項があれば、当該事項のみを記載することとする。

（通院緩和措置）

第３条　妊娠中の女性は、母体又は胎児の健康保持に影響があるとして、医師等から通勤緩和に関する指導を受けた場合は、通勤時間の短縮又は時差出勤のいずれかの措置を請求することができる。

２．勤務時間の短縮措置による短縮時間数又は時差出勤により変更される勤務時間の幅は、１時間を基本とする。ただし、本人の住居、通勤径路等により、当該時間では通勤時の混雑を避けることができない場合は、混雑を避けるために必要な時間とする。

３．当該措置の適用期間は、医師等が指示した時間とする。

４．通勤緩和措置の請求は、医師等が必要事項を記載した母性健康管理指導事項を記載した母性健康管理指導事項連絡カード（園所定用紙No.19）を園に提出して行わなければならない。
（休憩時間に関する措置）

第４条　妊娠中の女性は、母体又は胎児の健康保持に影響があるとして、医師等から休憩に関する指導を受けた場合は、当該指導に基づき、休憩時間の延長、休憩回数の増加、休憩時間帯の変更の措置のうち、いずれかを先覚して請求することができる。

２．当該措置の適用期間は、医師等が指示した期間とする。

３．休憩時間に関する措置の請求は、医師等が必要事項を記載した母性健康管理指導事項連絡カード（園所定用紙No.19にて）を園に提出して行わなければならない。

（諸症状に対応するための措置）

第５条　妊娠中又は産後１年を経過しない女性は、健康診査等の結果、その諸症状に対応するため、医師等から指導を受けた場合は、当該指導に基づく短時間勤務、休業等の措置の適用を請求することができる。

２．当該措置の適用期間は、医師等が指示した期間とする。

３．諸症状に対応するための措置の請求は、医師等が必要事項を記載した母性健康管理指導事項連絡カード（園所定用紙No.19にて）を園に提出しなければならない。

（医師等の具体的指示が明確でない場合の取扱い）

第６条　女性が前各条に定める措置を請求した際に、医師等の指導内容が明確でない場合には、園は、本人の同意を得た上で、担当医と連絡をとり、その指導内容を確認する。

（待遇）

第７条　前各条で定める措置の適用を受けた場合、原則としてその時間又はその日に対応する賃金は支給しない。

（プライバシーの保護）

第８条　園は、本規程に基づき、措置の適用を請求した女性のプライバシーに配慮し、各手続きや書類等を厳粛に管理しなければならない。職務上、当該請求の事実にふれることがある職員は、知り得た情報を目的外に使用したり、みだりに第三者に漏洩してはならない。

付　則

この規程は、平成１８年□□月□□日より施行する。
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